
 

 

第２章 受託製表に関する事項 
 

第１節 中期目標において受託が指示されている統計調査の受託製表 

 

１ 平成20年度計画に対する製表結果の提出実績等 

(1) 人事院給与局委託業務 

注）委託元の事情により、平成21年度の受託に変更となった。 

 

(2) 人事院職員福祉局委託業務 

 

(3) 総務省人事・恩給局委託業務 

 

(4) 総務省自治行政局委託業務 

 

(5) 公害等調整委員会事務局委託業務 

 

(6) 財務省委託業務 

区 分 提 出 状 況 満足度 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

国家公務員給与等実

態調査 

平成20年調査 20. 8 20. 8.12 ○ 

○ ○ 
平成21年調査 

平成21年度に

継続 

平成21年度に

継続 
－ 

職種別民間給与実態

調査 
平成20年調査 20. 7 20. 7.11 ○ ○ ○ 

家計調査特別集計

（標準生計費・住宅

関係・各分位） 

平成19年調査 20. 6 20. 4.16 ○ 

○ ○ 
平成20年調査 

平成21年度に

継続 

平成21年度 

に受託 
－ 

平成16年全国消費実

態調査特別集計（標

準生計費） 

平成19年度受託

分 
20. 5 20. 4. 7 ○ ○ ○ 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

民間企業の勤務条件

制度等調査 
平成20年調査 

平成 21 年度に

継続 

平成21年度に

継続 
－ ○ ○ 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

国家公務員退職手

当実態調査 
平成20年度調査 

20.12 

(21. 1) 
21. 1.27 ○ ○ ○ 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

地方公務員給与実態調査 平成20年度調査 21. 3 21. 3.19 ○ ○ ○ 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

公害苦情調査 平成19年度調査 20.10 20.10.22 ○ ○ ○ 

注） 



 

 

予 定 実 績 期限 適合度 

家計調査特別集計

（特定品目） 

平成19年調査 20.10 20.10.28 ○ 

○ ○ 
平成20年調査 

平成21年度に

継続 

平成21年度に

継続 
－ 

家計調査特別集計

（世帯類型別） 
平成19年調査 20.10 20. 8.20 ○ ○ ○ 

 

(7) 厚生労働省委託業務 

区  分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期 限 適合度 

雇

用

動

向

調

査 

平成19年

調査 

下半期 20. 5 20. 5. 8 

○ 

○ ○ 

年計 20. 5 20. 5.23 

達成精度計

算 

下半期 20. 5 20. 5.23 

年計 20. 6 20. 5.23 

平成20年

調査 

上半期 20.10 20.10.24 
○ 

達成精度計算（上半期） 20.11 20.10.24 

賃金構造基本

統計調査 

事業所票 20.10 20.10.23 
○ 

個人票 21. 1 21. 1. 6 

 

(8) 経済産業省委託業務 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期 限 適合度 

平成19年商業

統計調査 

確報集計 
20. 8 

(20.10) 
20.10.29 

○ ○ ○ 

２次加工集計 
20.11 

(20.12) 
20.12.22 

 

(9) 国土交通省自動車交通局委託業務 

 

(10) 国土交通省総合政策局委託業務 

区  分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

内航船
舶輸送
統計調
査 

平成19年度自家用船舶輸送実
績調査 

20. 6 20. 6.25 

○ ○ ○ 
内航船

舶輸送

実績調

査 

月次 毎月25日前後 
毎月25日前後

に終了 

平成19年度計 20. 6 20. 7. 2 

平成20年 ５月分 20. 8 20. 8.21 

区 分 
  提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

旅客自動車運送事業

輸送実績調査 
平成19年度調査 

21. 1 

(21. 3) 
21. 3.31 ○ ○ ○ 

貨物自動車運送事業

輸送実績調査 
平成18年度調査 20. 9 20. 8.21 ○ ○ ○ 



 

 

度達成精

度計算 
11月分 21. 2  21. 3. 3 

船員労

働統計

調査 

平成19年調査第二号(漁船)調

査 

20. 7 

(20. 9) 
20. 9. 2 

○ ○ ○ 
平成20

年調査 

第一号

(一般船

舶)調査 

６月分 21. 1 21. 1. 8 

精度計

算 

21. 2 

(21. 3) 
21. 2.20 

第三号(特殊船)調

査 

20.12 

(20.11) 
20.11.28 

建設工

事統計

調査 

平成20年建設工事 

施工統計調査 
21. 2 21. 1.28 

○ ○ ○ 
建設工

事受注

動態統

計調査 

月次 
データ持込後

３日以内 

データ持込後

３日以内に終

了 

平成19年度計 20. 5 20. 5. 9 

平成19年度報 20. 6 20. 5.21 

平成20年計 21. 2 21. 2.16 

建築着工統計調査 

月次 
データ持込後

３日以内 

データ持込後

３日以内に終

了 

○ ○ ○ 
平成19年度計 20. 4 20. 4.22 

平成19年報(年度

計) 
20. 4 20. 5. 2 

平成20年計 21. 1 21. 1.28 

平成20年報(年計) 21. 1 21. 2. 6 

建築物滅失統計調

査 

月次 
調査票持込か

ら１か月以内 

調査票持込か

ら１か月以内

に終了 ○ ○ ○ 

平成19年度計 20. 6 20. 6. 9 

平成20年計 21. 3 21. 3. 9 

住宅用地完成面積

調査 
平成20年調査 21. 1 21. 2. 6 ○ ○ ○ 

建設総合統計 

月次 毎月10日頃 
毎月10日頃に

終了 
○ ○ ○ 

平成19年度計 20. 5 20. 5.19 

平成20年計 21. 2 21. 2.18 

 

(11) 都道府県（35県分）委託業務 

区 分 
提 出 状 況 

満足度 
予 定 実 績 期限 適合度 

労働力調査 

都道府県別集計 

平成20

年調査 

四半期平均 
四半期末月

の翌月下旬 

四半期末月の翌

月下旬に終了 
○ 

○ ○ 

年平均 21. 1 21. 1.30 ○ 

 

２ 要員投入量 

 受託が指示されている統計調査の受託製表に係る要員投入量は、9,733人日（計画11,153人日）

で、対計画1,420人日（13％）の減少となった。 



 

 

 投入量減少の主な要因としては、格付精度の向上による全数検査から抽出検査への移行、結果

表数が減ったことによる準備事務の減少及び予定していたチェックリスト審査事務が中止にな

ったことによる業務量の減少などが挙げられる。 

 

 

第２節 中期目標において受託が指示されている統計調査以外の受託製表 

 

１ 平成20年度計画に対する製表結果の提出実績等 

区 分 委託元 
提 出 状 況 満

足

度 予 定 実 績 期限 適合度 

東京都生計

分析調査 

月次 

東京都 

調査票持ち込

みの翌月中旬 

調査票持ち込

みの翌月中旬 
○ 

× × 平成20年10か月平均 
20.12 

(21. 1) 
21. 1. 8 ○ 

平成20年年平均 
21. 2 

(21. 3) 
21. 3. 3 ○ 

平成17年国

勢調査特別

集計 

第３次基本集計 

川崎市 

20. 8 20. 7.24 

○ ○ ○ 

従業地・通学地集計 

(その１) 
20. 8 20. 7.24 

従業地・通学地集計 

(その２) 
20. 9 20. 7.24 

第３次基本集計 大阪市 21. 3 21. 3. 2 ○ ○ ○ 

平成19年就業構造基本調査特別集計 東京都 21. 2 21. 2. 19 ○ ○ ○ 

 

２ 特記事項 

 東京都生計分析調査について、データの誤りが判明し、平成20年３月分から５月分まで再集計

を行った。また、平成18年度及び19年度の一部の結果表について表章に誤りがあったため、過年

度分の再集計を行った。 

 

３ 経費 

中期目標において受託が指示されている統計調査以外の受託製表に係る費用は、平成20年度は

15,268千円であった。これらの費用については委託元から徴収している。 

 

 

第３節 オーダーメード集計の実施に向けた準備 

 

総務省が作成した「委託による統計の作成等に係るガイドライン」に基づき、オーダーメード

集計に係る事務処理要綱及び利用の手引を作成した。また、各府省の統計所管部局に対し、平成

21年度におけるサービスの利用に関する要望の照会を行った。この照会に対する回答に基づき、

各府省と調整し、受託する調査を決定する予定である。 

なお、統計局所管の国勢調査（平成２年、７年、12年、17年）については、平成21年４月から

のオーダーメード集計受託を開始する。 


